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公共工事の入札契約制度は、江戸時代 において請負業が成立 して入札が行われるよう

になって以来明治時代を経て現在 に至るまで、談合や安値受注を防止す るために、修正に

修正を重ねる歴史を歩んできた。

本研究では、そ ういった変遷を考察 し整理す るとともに、予定価格制度を含む会計法

等の法令、等級制(格 付け)を 含む企業評価方式その他の現状の問題点を分析する。その

うえで、 「公正 さを確保 しつつ良質なモノを低廉な価格でタイム リーに調達する」 とい う

発注者責任の観点から、会計法令や企業評価方式の見直 しの方向性を論 じるとともに、当

面の対策 として地域ブロック単位の発注者共通の企業評価体制の確立について提案す る。

【キーワー ド】入札契約制度、企業評価、談合、ダンピング

1.は じめに

請負 工事 の入札の歴史がは じまって以来、入札契

約制度は紆余曲折を経 てきた。談合や安値受注を防

止す る観点か ら、あるいは、競争性や品質確保の確

保か ら、公共工事の入札契約方式は修正につ ぐ修正

を重ねてきた。

品質を確保す ると同時に健全な競争環境 を構築す

るには、公正 さを確保 しなが ら、発注者が需要者 と

して 自分 自身のモ ノを買 うかのよ うに良質 なモ ノを

低廉な価格で調達 しよ うと行動す る仕組みをつ くる

ことが究極の答えと考える。

ここでは、江戸時代以降の入札契約の歴史に学び

なが ら、今後の入札契約方式 のあ り方について考察

を加 え る。

2.入 札契約方式の変遷

(1)江 戸から明治にかけての請負業の成立と入札制度

の導入

古来、 日本では河川改修 、埋立て、干拓、かんが

いなどの土木工事は、大勢の人足 の単純労働 による

いわゆる直営施工で行われていた。わが国にお ける

競争入札の起源は、今か ら400年 ほど前の16世 紀末

頃とされている。2)P.58

請負工事 の入札が定着 したころか ら安値受注や談

合 の問題があったようである。豊臣政権の時代 に、

秀 吉の側近たちが各種の造営工事 で入札普請を導入
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したた め に不出来 な手 抜 き工事 が 見 られ る よ うにな

った と、本 阿 弥光 悦(ほ ん あみ こ うえつ)(1558-

1637)が 『本 阿弥行状記』 で嘆 いてい る。2)P.57,144

ま た、1661年(寛 文元 年)に 江 戸幕府 が小普請 奉

行 へ示 した条 目のなか で 、 「入札 者 が 申 し合 わせ て

一番 か ら四番 ま でが逃 げ て五番札 が 落 ち るよ うにす

るこ とが あ るの で注意せ よ」 との定 め があ り、談合

への注意 とされ てい る。2)P.146

1672年(寛 文12年)の 加茂川 堤普請入札 では 「敷

金 」(入 札 保 証 金)の 規 定 も加 わ っ て い る 。

2)P.1481662年 の二条城 塀修理 の入 札で 、三人の入札 で

最 も安 値 の札 は吟 味 の結 果 、 「安 す ぎ る」 とみ な さ

れ 、 当初 の見積 額 の範 囲 にあ った二番 札 が落札 とな

った2)P.122の は興味深い。安 い ことだ けが求 め られ た

わけでは なかった。

明治 に な る と近 代 国家 建設 の た め工事 の需 要 は一

挙 に増 加 した。 治 水工 事が 内務省 の直営 となった の

に 対 して 、鉄 道 工事 は請 負 の形 式 に よっ て い た。

2)P.151請負形式 は少数 の指名入 札か特命 によ るもので

あった。2)P.153

(2)一般競争を原則とする会計法の制定

会計法が1890年(明 治23年)4月 に施行 された。

同法第24条 には、 「法律勅令を以て定めたる場合の

外政府の工事又は物件の売買貸借 は総て公告 して競

争に付すへ し」 と規定 してお り、一般競争入札が原

則 とされていた。

当時、大蔵省が欧米各国の法律 について調査 した

資料によると、翻訳 されている 『仏国会計法』では、

第68条 で 「政府の名を以て行ふ売買約定は総て競争

及び公告 を以てす」 と規定 し、少額のもの と、軍事

上などの機密にかかわるものなどを第69条 で列挙 し、

随意契約ができる例外 としていた。 『白耳義(ベ ル

ギー)国 会計法典』でも、 「政府の名を以て命す工

事又 は物品の買入 は公告 して競争せ しめ」 とあ り、

同様であった。また、 『伊太利(イ タ リア)国 会計

法』 も、入札を原則 として例外規定を設 ける構成は

同じであった。2)P.134～135

外国の先例か らみ ると、フランスでは指名入札も

認められていたが(同 国法第71条)、 原則 は一般競

争入札であった。また、 「～最高値又は最低値 を予

定する ときは～」 とい う規定があ り、必要があれば

予定価格を定めることができることになっていた。

2)P.135わが国において
、予定価格 を作成 して契約額の

上限又 は下限 とす る規定(調 達の場合 は上限拘束

性)は 、これを参考に した といわれている。 当時か

ら日本では政府直営工事が多 く、工事費用の積算能

力を十分に持 っていたことが この ような制度 を採用

した背景 になっていると思われ る。ベル ギーの例で

は、予定価格 の定めはないが、入札の方法は同様で

あった。

日本では、会計規則によって競争はすべて入札に

より(同 規則第72条)、 入札参加者は工事や物品の

供給に2年 以上従事 していることを証明 し、見積代

金の5%以 上の保証金を預けることを要件 とす る一般

競争入札であった。フランスの場合 と異な り、 日本

では予定価格を必ず決めることになっていた。

会計法制定以前の官庁工事や陸海空軍の工事は特

命方式であったため、会計法の制定に伴 う一般競争

入札の導入は、それまでの政府の発注方法を大幅に

変えるものであった。小企業が多数乱立 し、大企業

の存立が危 うくなるなど業界が大混乱に陥った2)P.166

7)P.42といわれている
。手抜 き工事だけでなく、入札

の ときに共謀 して価格 をつ り上げ実費 との差額を分

配す るような談合が続発 し、指名競争 よりも多 くの

弊害が起きたと言われている。

(3)指名競争入札の導入

談合によって優良な業者が排除 されるので、む し

ろ優良な業者 を指名 して入札す る指名入札制度を導

入せよとの声が大きくなった。2)P.1751900年(明 治33

年)6月 、勅令第280号 に 「政府の工事又は物件の購

入に して無制限の競争に付するを不利 とす るときは、

指名競争 に付す ることを得。指名競争契約によ り競

争を為 したるものは、事由を詳具 し、直ちに各省大

臣 より会計検査院に通知すべき」 旨が定められ、指

名競争入札制度が新設 された。入札制度 の根本的な

変更が、議会の審議 を経た法律 の改正によらず、天

皇の命令(勅 令)に よって実現 した。

1902年(明 治35年)に は会計法が改正され、入札

に関 して初 めて談合 を排除す るための規定が加わっ

た。その内容は 「粗雑な工事」や 「入札への妨害」

な どと並んで 「価格 を競上(せ りあ)げ 若 くは競下

くるの 目的を以て連合 を為 したる者」 と談合(連

合)を 取 り上げ、これ らの不正を行った場合には、2

年間入札に加 わることができない と定めたのである。
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しかし、実際の公共工事の発注 に際 しては、こ う

した談合防止 とい うよ りも、入札原則そのものを指

名競争入札や随意契約に転換 していった。

指名競争入札が導入 される と、無資格の業者が介

在す るなどの弊害は減 るか と思われたが、実際 には

相変わ らず談合屋の介入 などがあ り、大正か ら昭和

のは じめにかけて談合事件が続発 した。2)P.179

1921年(大 正10年)に 会計法が大幅に改正 され、

一般競争入札の例外 として指名競争入札 と随意契約

が明記 された。 さらに、 「国務大臣前項の方法(一

般競争)に 依 り競争を為す を不利 と認 むる場合に於

ては指名競争 に付 し又は随意契約 に依 ることを得」

との規定が追加 された。法文上、競争契約の一方法

として一般競争 と並んで指名競争入札が条文化 され、

諸会計法規 もこれにな らうことにな り、実際におい

ては、一般競争の原則が空文化するほどに、ほとん

どの公共工事で指名競争が採用 された。発注者が不

良な業者 が参入 して業界が混乱す るのを嫌った もの

と思われ る。

(4)戦 後の法制度の整備

戦災復興院 の特別建設部は進駐軍関係 工事を全面

的に指名競争入札に付す ことを決 め、また過度の低

価格入札を防 ぐために落札範囲は予定価格の3分 の2

以上にす ることな どの入札方法を1947年(昭 和22

年)4月 に決め、1947年 度(昭 和22年 度)工 事から

実施 した。

これ と前後 して、1947年(昭 和22年)4月1日 に

は、政府契約 の基本法 となっている会計法が、次い

で4月30日 には予算決算及び会計令(予 決令)が 改

正、施行 され た。会計法は、請負、賃借、売買その

他の契約 をす るときは原則 として公告 し、申 し込み

をさせ るこ とによ り競争 に付 さな ければな らない

(一般競争)と 規定している。指名競争入札 につい

ては、 「契約 の性質又は目的によ り競争 に加わ るべ

き者が少数で第1項 の競争に付する必要がない場合

及び同項の競争 に付することが不利 と認 められ る場

合においては、政令の定める ところにより、指名競

争 に付するもの とする」 と規定 している。また、随

意契約 については、 「契約の性質又は 目的が競争を

許 さない場合、緊急の必要によ り競争 に付すること

ができない場合及び競争に付す ることが不利 と認め

られ る場合 においては、政令の定めるところにより、

随意契約 によることができる」 と規定 している。ま

た、予定価格の制限の範囲内で最低価格の申し込み

者 と契約することも規定 している。

一方、予決令 は会計法の規定を さらに具体的に規

定 してお り、公共工事 にお ける予定価格の作成 、決

定方法な どについても規定 している。地方公共団体

の公共工事を律する地方自治法の契約条項 も、会計

法及び予決令に準拠 して作成 され、1947年(昭 和22

年)5月 か ら施行 された。

1947年(昭 和22年)7月 には、公正取引委員会が

発足 し、私的独 占の禁止及び公正取引の確保 に関す

る法律(独 禁法)が 施行 された。建設業の談合に関

する規制はそれまでは刑法(第96条 第3項 ・競売等

妨害)の みであったが、独禁法によっても談合が規

制 されるようになった。

入札制度を運用面でみ ると、戦時中にはほ とん ど

随意契約 となっていた公共工事は、1947年(昭 和22

年)頃 か ら占領軍が発注す る工事 も含 めて指名競争

入札 となった。戦前に随意契約が主流であった鉄道

工事については、GHQの 指示により一般競争入札

に変わった。1950年 度(昭 和25年 度)の 調査では、

官公庁工事27,534件 中、一般競争 入札 はわず か

3.7%、 指名競争55.7%、 随意契約40.6%で ある。

2)P.209

一般 競 争入札 が 導入 され た国 鉄 におい て は
、初期

の段 階 で落札 率 の低 下が生 じた。 当時 の調 査 に よる

と、一般競争入 札1件 当た りの参加数 は30～50社 、

落札率 は新制 度採 用直後 の1949年(昭 和24年)10

月 に67%、11月 に62%で あった。 しか し、12月 に

は80%台 に回復 し、1950年(昭 和25年)6月 には

92%と な った。2)P.209～210

この時 期 には 、戦前 の談合 組織 が次 々 と再 建 され、

談 合 が常態 化 した とも言 われ て い る。 しか し、刑 法

上 の談 合罪 の 立証 は難 しく、談合 罪 に よって処罰 さ

れ るケー スはほ とん どなか った。2)P.212～216

一方
、独禁 法 に よる規 制 は、談 合 を 自由 な市場競

争 を守 る こ とに違 反す る行 為 として 取 り締 ま る姿勢

を年 々強 め、道 路舗 装 や水 門工事 な ど、 専門 工事分

野の談合入札 の摘発 が続いた。2)P.224～228

(5)資格審査制度

1950年(昭 和25年)に 中央建設業審議会(中 建

審)が 建設大臣に 「入札合理化対策」を答申 した。
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その骨子は、資格審査、等級 区分、入札方法、不当

入札防止策 の四項 目か らなるものであったが、論議

の焦点 となったのは資格審査であった。 これは事前

資格審査 を行って、総合業者は5等 級に、専門業者

は4等 級に区分 してそれぞれの能力に適応 した入札

に参加 させ るとい うことを基本 とするものであった。

これを受けて1953年(昭 和28年)1月 、建設省は

地方建設局に対 し 「工事請負業者選定要領」を1953

年(昭 和28年)4月 か ら実施す るとい う通達を一旦

出 したが、業界からの反発を受け選定要領 の実施を

延期 した。結局、1954年(昭 和29年)1月 に明らか

に した建設省の実施要領では、等級 区分は5等 級 と

し、金額面では業界 の要望を考慮 し、A(工 事金額

制限な し)、B(同1億 円まで)、C(同3000万 円

まで)、D(同1000万 円まで)、E(同500万 円ま

で)と し、2月 か ら実施す ることとした。

(6)安値受注の規制

入札契約制度 における談合 と並ぶ大きな問題 は、

安値受注 を規制す ることであった。落札価格最低制

限の問題 は幾多の曲折を経て、1961年(昭 和36年)

9月 に会計法一部改正案 が可決、成 立 し、1962年

(昭和37年)8月 に施行 された。この改正で落札方

式の例外規定が設けられ、会計法第29条 の6第1項

ただ し書きに 「低入札価格調査制度」が位置づけら

れた。建設省は予決令 に従 って、1976年(昭 和51

年)3月 、契約ごとに予定価格の2分 の1か ら10分

の8の 範囲内とするとい う適用基準を定めた。1987

年(昭 和62年)2月 には、契約 ごとに予定価格の3

分の2か ら10分 の8.5の 範囲内で運用する、と改正

している。

(7)価格以外の落札基準

予定価格の上限拘束性 については、1961年(昭 和

36年)の 会計法改正でも受け継がれ、 「～予定価格

の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもって申込

みを した者を契約の相手方 とす る。」 と文意が明確

にされて現行の規定になっている。

この法改正で、価格以外の条件による落札基準が

新たに用意 された(第29条 の6第2項)。 これは、

「～前項の規定により難い契約については、同項の

規定にかかわ らず、政令の定めるところに より、価

格及びその他 の条件が国に とって最 も有利なものを

もって申込みをした者 を契約の相手方 とす ることが

できる。」 となっている。前項すなわち第1項 は、

「予定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格を

もって 申込みをした者」を落札者 とする価格による

落札基準を規定 してお り、第2項 は価格以外の落札

基準を用意 している。 しか し、会計法においては、

一般競争入札
、指名競争入札のいずれにおいても落

札者の決定は価格 によって行い、価格以外の落札基

準を用いるのは例外的取 り扱いとしていた。

(8)独禁法違反事件

受注予定者決定のカルテルについて厳 しい判断を

行 うよ うになった公正取引委員会が、総合建設業に

関す る談合を初めて正面か ら大 きく取 り上げたのが、

1981年(昭 和56年)の 静岡事件であった。静岡市 と

その周辺の建設業者121社 を会員 とする静岡建設業

協会が静岡県や静岡市が発注す る静岡市区域の建設

工事 について、受注予定者 を決 めて入札価格を相互

に調整 していたとい うものだ。

この事件がきっかけとな り、長年実施 されてきた

指名競争入札が問題発生の温床になっているとして、

入札方法 を一般競争入札に改めるべ きとの声が高ま

った。当時は、指名競争入札が運用上の基本 として

ほとん どの公共工事で採用 されてお り、一般競争入

札は一部の地方公共団体でわずかに採用 され るにと

どまっていた。行政管理庁の1979年(昭 和54年)

調査によると、件数で92.5%(金 額で89.3%)が 指

名競争入札、6.4%(同10.3%)が 随意契約、1.1%

(同0.4%)が 一般競争入札によって契約 されていた

(物品調達で予定価格が300万 円、物品製造 ・工事

で500万 円を超 えるものが対象)。8)P.398～399

その後、埼玉土曜会問題(1992年(平 成4年)5

月)、 金丸事件(1993年(平 成5年)3月)を 端緒

とす る政界、地方 自治体の首長 も絡んだ談合汚職が

起きた。

米国 との間にも新たな問題が発 生 した。1988年

(昭和63年)12月 、米国海軍横須賀基地の発注工事

に関連 した談合が摘発 された。米国政府 は談合に関

係 した日本企業140社 に対 し、約50億 円の損害賠償

を請求 した。

(9)入札・契約制度の改革

1993年(平 成5年)か ら1994年(平 成6年)に か

けてのいわゆるゼネ コン汚職の問題では、中央政界

や地方政界に多額 の賄賂が送 られてい る実態が判明
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し、建設大 臣、宮城県知事、茨城県知事、仙台市長

が相次いで逮捕 される事態に発展 した。指名競争入

札方式が談合の温床 になってい るとされ、折 しも米

国からの建設市場開放の圧力が高まった こともあり、

指名競争入札方式 を一般競争入札方式 に転換す るよ

うとの圧力が高まった。

1993年(平 成5年)12月 に中建審は、 「公共工事

に関す る入札 ・契約制度 の改革について」 との建議

をとりまとめ、

(1)大 型工事 に 「一般競争入札」を導入

(2)中 小工事には 「公募型指名競争入札」の導入等

(3)入 札監視委員会の設置

(4)工 事完成保証人制度の廃止 と履行ボン ドを含む

新たな履行保証体系への移行

な どの提言を行った。

また、国際的な建設市場の開放 を背景 として、大

規模工事 について世界の主要国を中心に政府調達 の

ルールが定 め られつつ あった ことか ら、政府 は、

1994年(平 成6年)1月 に 「公共事業の入札 ・契約

手続の改善に関す る行動計画」を閣議了解 し、わが

国の公共事業に関 し、国際的にも通用す る手続 きの

整備 を行った。建設省直轄工事においては、1994年

度(平 成6年 度)よ り大規模な工事(当 時は中央政

府については7億2000万 円以上の工事)に ついて一

般競争入札方式 を本格的 に採用す るな ど、1900年

(明治33年)の 指名競争入札の導入以来の大改革が

行われた。1996年(平 成8年)1月 にはWTOの 新

たな 「政府調達に関す る協定」が発効 した。

これ らの動きに合わせて、1994年(平 成6年)に

建設業法が改正 され、公共工事を直接請け負お うと

す る業者は経営事項審査 を受 けること、そ して、発

注者 から請求があれば建設大臣又は都道府県知事 は

経営事項審査の結果を通知す ることとなった。 また、

申請書に虚偽記載をした場合等に罰則が設けられた。

(10)発 注者責任の議論の始まり

一般競争入札の導入を柱 とする一連の入札 ・契約

制度の改革や、WTO政 府調達協定に基づ く外国企

業のわが国公共工事市場への本格的参入の可能性 が

高まった ことな どを背景に、それまで指名競争入札

とい う制度 の中で担保 され ていた公共 工事 の 「品

質」をいかに確保 していくかが重要な課題 として注

目され るようになった。 このような状況を背景に、

1994年(平 成6年)12月 、公共工事を所管する建設

省 、運輸省、農林水産省の3省 が共同事務局 となっ

て 「公共工事の品質に関す る委員会」(委 員長:近

藤次郎東京大学名誉教授)が 設置 され 、公共工事の

品質確保 ・向上に対す る検討が開始 された。1996年

(平成6年)1月 に最終報告 を発表 し、 「公共工事の

顧客は国民であ り、かつ公共工事の真 の供給者 も国

民であるとの認識 に立って 『発注者 ・設計者 ・施工

者 が 一体 となっ た総 合 的 品質 管 理(TQM:Total

Quality Management)の 推進』を基本方針 とし、32

の具体的施策をとりまとめた。

建設省 はさらに公共工事の品質確保等のためにと

るべ き施策を検討す るため、1996年(平 成8年)9

月に 「公共工事の品質確保等のための行動指針検討

委員会」を設置 し、発注官庁 としての建設省の行動

指針作成 に取 り組んだ。1998年(平 成10年)2月 に

は、中建審の建議において、民間の技術力を活用す

る多様な入札 ・契約方式の導入を含む入札 ・契約制

度の さらなる改善が求められたのに引き続 き、同月、

「公共工事の品質確保等のための行動指針」が とり

まとめられた。

同指針 の大きな特徴 は、 「発注者責任」 を初めて

定義 した ことであ る。指針では、発注者の役割につ

いて、 「公共事業の発注者 である国、地方公共団体

等は、良質な社会資本を低廉な価格で整備 し、維持

す る責任を有 している。その目的を達成するために、

発注者 には公正 さを確保 しつつ、良質なモ ノを低廉

な価格で タイム リーに調達す る責任(発 注者責任)

がある」 として、 もう一方で発注者に期待 されてい

る国(ま たは地域)の 産業を育成することは一線を

画 して考える必要があるとした。

また、1997年(平 成9年)4月 の 「公共工事コス

ト縮減対策 に関す る行動指針」を契機 に政府全体 と

して取 り組む こととなった公共工事のコス ト縮減を

実現 してい くための有効な施策 との観点か ら、各発

注者 ごとにVE方 式 の試行工事が実施 され るように

なった。1998年(平 成10年)11月 には、公共工事

としてはじめて建設省の橋梁撤去工事 について、総

合評価方式の試行工事が公告 された。

1999年(平 成11年)2月 には地方自治法施行令が

改正 され、地方公共団体において総合評価方式 を導

入することが可能 となった。
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2001年 度(平 成13年 度)に は入札契約適正化法が

施行 され、公共工事の入札契約についての透明性 と

競争性 を高めるための措置が公共発注機関に義務づ

け られた。これに加えて2000年(平 成12年)の 北

海道庁事件、2002年(平 成14年)の 道路公団保全工

事事件、2003年(平 成15年)の 岩見沢市事件、2004

年(平 成16年)のPC橋 梁事件、新潟市事件等々毎

年のよ うに官製談合事件が続 くなかで一般競争方式

の対象拡大が急速に進んでいった。

(11)総合評価方式の本格導入と談合決別

談合事件が しば しば社会問題化 し、指名競争入札

方式が談合の温床 になっているとされ、 さらなる一

般競争入札方式の拡大が求 められた。一方で、競争

の激化に ともな う公共工事 の品質確保に対す る意識

が高ま り、議員立法により2005年(平 成17年)4月

に、 「公共工事の品質確保の促進 に関す る法律」

(公共工事品確法)が 施行 され、価格 と品質 を総合

的に評価 して調達先を決定す るとい う基本理念を明

確に した。 この法律制定を受けて、競争参加者 に技

術提案を求 め、価格 と品質 を総合的に考慮 して落札

者を決定す る 「総合評価方式」の適用拡大が求め ら

れた。

国土交通省は、2005年 度(平 成17年 度)よ り、そ

れまで運用上の基本 としてきた指名競争入札方式か

ら総合評価方式を用いた一般競争入札への転換を進

めることとした。 品質確保が困難 とされ る一般競争

方式へ全面的に移行す ることができたのは、公共工

事品確法 の施行によって、品質確保 を担保 しやすい

総合評価方式を適用することができたからである。

2005年(平 成17年)に は、鋼鉄製橋 梁の建設工事

の受注に絡んで橋梁メーカーが談合 を行 っていたと

される事件が発覚 した。2003年(平 成15年)、2004

年(平 成16年)の 国発注の鋼鉄製橋梁工事において

47社 が入札談合(受 注調整)を 行い、実績などを元

に受注業者、入札価格 をあ らか じめ決め、競争 を実

質的に制限 した独禁法違反の容疑で談合組織 の幹事

会社の関係者が逮捕 された。

相次 ぐ談合事件 の発生や、課徴金 の引き上げを盛

り込んだ改正独占禁止法の2006年(平 成18年)1月

施行 を控え、2005年(平 成17年)12月 にゼネ コン

大手4社 が 「談合決別宣言」をするな ど、脱談合の

流れが生まれた。

しか し、その後も2006年(平 成18年)1月 に名古

屋市発注の市営地下鉄工事 における大手ゼネ コン3

社による談合事件が明るみになった。 さらに、2006

年(平 成18年)1月30日 には、防衛施設庁発注工事

を巡る官製談合事件が発覚 した。

そ して、2006年10月 に福島県、11月 に和歌山県、

12月 に宮崎県の各知事がそれぞれ公共事業に絡む官

製談合事件 で相次いで逮捕 された。 これを うけて、

同年12月 に全国知事会のプロジェク トチームが 「都

道府県の公共調達改革に関する指針(緊 急報告)」

を とりまとめた。同報告では、一般競争入札の拡大

と指名競争入札の原則廃止、総合評価方式の拡充を

うたってお り、 「当面、1千 万円以上の工事につい

て原則一般競争入札を実施」 としている。

総合評価方式については、約8割 の都道府県で実

施 目標 を設定 してお り、具体的には2008年 度(平 成

20年 度)計 画 として100件 程度の試行実施 とい う県

が多くみ られるが、長野(500万 円以上の工事件数の

30%実 施)、 鳥取(原 則2500万 円以上の工事を対象

に600件 実施)、 島根(2億 円以上のすべての工事、

1億 円以上の工事件数の50%実 施)、 徳島(1億 円以

上すべての工事)な ど意欲的 に取 り組む県が増加 し

ている。総合評価方式のタイプについても、簡易型

の拡大 を意図す る県が多 くみ られ るが、また、標準

型、高度技術型にも意欲を示す県もある。

(12)ダンピング対策と総合評価による健全な競争環境

の構築

談合決別の時期 と重 なって、公共事業予算が減少

す る中で熾烈な受注競争が繰 り広げ られた。安値受

注が横行 し、建設業界が疲弊 し、公共工事の品質確

保が懸念 される事態 となった。国土交通省の各地方

整備局がそれぞれ さま ざまなダンピング防止策を講

じたが、なかなかダンピングの解消に至 らなかった

ため、国土交通省は地方整備局に対 し、2006年(平

成18年)に は4月 と12月 の二度にわた り、ダンピ

ング防止策の強化 を促す通達を発 した。2006年(平

成18年)4月 のダンピング防止策までは、低入札工

事 に対する施工段階での しわよせ を防止す る監督 ・

検査の強化 などの対策に重点が置かれていたが、12

月の対策は、著 しい低入札に対 し特別重点調査 を実

施す る、あるいは総合評価方式適用の中で施工体制

を確認する といった入札 ・契約時点での防止策 を強
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化す るものであった。 これ らのダンピング対策が功

を奏 し、現在、国土交通省直轄工事では著 しい低入

札は大幅に減少 してきている。

著者 らの調査によると国土交通省の2007年 度(平

成19年 度)発 注工事においては、総合評価方式の実

施率が件数ベースで97.5%に 、金額ベースで99.1%

(第3四 半期まで、旧建設省分)に 達 し、強力なダ

ンピング対策 を講 じつつ、総合評価方式 による一般

競争 を適用す ることによって、競争環境 の健全化が

進んだ。

ところが、地方 自治体発注工事では、一般競争入

札の普及 は進 んでも、総合評価方式の導入は発注者

側の体制が不十分であるとして見送 られがちなのが

実情である。著者 らの調査では、総合評価方式は、

都道府県 ・政令市 といった大規模 自治体では導入 し

ているが、市区町村では23%(2007年 度)で しか導

入 されていない。

3.入 札契約制度の問題点と今後の改善の方向性

(1)会 計法令等

a)入 札方式の硬直性

日本の入札制度は、国の場合、調達品 目を問わず、

明治以来の会計法や予決令に基づいて行われてお り、

地方公共団体 の場合、国の場合 と類似 の地方 自治法

や地方財政法、そ してその運用 を定 めている地方 自

治法施行令に基づいて行われている。現行法では、

一般競争入札
、指名競争入札及び随意契約以外のた

とえば技術交渉方式な どを規定 してお らず、調達品

目の特性 に応 じた入札契約方式を選べ る制度 とはな

っていない。

技術力 を重視す る工事については、海外において

よくみ られ る二封筒方式、すわなち、技術札で企業

を選別 した うえで価格札 を開封 して受注者を決定す

る方式 を適用す るのが望ま しい ことが多い。国際協

力銀行 による円借款工事においても適用 されている。

国内においてもこういった方式を導入できるよ う、

技術交渉を認めるなどの法制度の整備が急がれる。

b)価 格以外の落札基準

競争入札 において、発注者 が価格 さえ低ければよ

い とする最低価格主義 を取 ると、多数の業者が過当

な価格競争に陥 るか、または、発注者 の最低価格主

義に対抗 して過 当競争を避 けようと談合 に陥 りやす

い。

2005年(平 成17年)の 鋼鉄製橋梁の談合事件が発

生 した建設工事の発注のほ とん どが一般競争入札で

あった ことか らわかるよ うに、価格競争 を前提 とす

る限 り一般競争入札方式であっても、談合を撲滅す

ることは困難である。発注者 が価格だけでなく建設

業者 の技術力を含 めて総合的に評価す ることによっ

て受注者を決定する仕組みを構築 しなければ、発注

者が良質なモノを低廉な価格で調達す るとい う責任

を果たせないだけでな く、健全な競争環境は整わな

いと思われる。

欧米においては、落札基準 として最低価格札に加

え、価格以外の技術面の要素を含めて経済的に最も

有利な札 を採用 してお り、ベス トバ リューの実現が

入札契約方式の本来の 目的であるとの考え方が一般

化 している。WTO政 府調達協定(GPA)、 合衆国法

典(US Code)第41巻 の 公 共 調 達(Public

Contracts)、EU公 共工事調達指令、英公共工事契

約規則等 においては、両方式が並列 されてい る。な

お、 ドイツ競争制限禁止法及び フランス公共契約法

典においては、経済的に最 も有利 な札が唯一の基準

としている。経済的に最 も有利な札の判断基準 とし

ては、た とえばEU公 共工事調達指令 においては、

価格、工期、維持費、収益性及び技術的 メリッ トが

挙げられている。

わが国においては、2.(7)で 述べたよ うに、1961

年(昭 和36年)の 会計法改正で、価格以外の条件 に

よる落札基準が用意 されたが、相変わらず落札者決

定は価格によるのが原則 とされ 、価格以外の落札基

準は例外的位置づけとされたことが問題であった。

2005年(平 成17年)4月 には、公共工事品確法が

施行 されてはじめて、公共工事については総合評価

が原則 とされるよ うになった。

今後、地方公共団体を含めすべての公共工事発注

機関が歩調 を揃 えて、ダンピング対策 と併せて総合

評価方式 を導入す ることによって、健全な公共工事

の市場を構築す ることが重要である。

c)予 定価格の上限拘束性

予定価格の上限拘束性 は、予算管理が行いやすい

こと、談合等 による不当に高い金額での契約締結 を

防止で きることな どの利点があ り、これ まで採用 さ

れてきた。
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上限拘束性のもとでは、入札者の最低価格が予定

価格をわずか に上回っただ けで不調あるいは再入札

になることがある。予定価格が正常な平均価格であ

るとすれば、これ を少々上回った としても落札者 と

しておか しくないと思われ る。平均値を上限 とす る

ことに無理があ り、上限拘束性があるがために、再

度の公告あるいは再入札 とい う余計な時間 とコス ト

がかかることになる。

また、予定価格の決定方法については、予決令第

80条 で 「予定価格は、競争入札に付する事項の価格

の総額 について定めなければならない」 「予定価格

は、契約の 目的 となる物件又は役務 について、取引

の実例価格、需給の状況、履行の難易 、数量の多寡、

履行期間の長短等 を考慮 して適正に定めなければな

らない」 と規定 されている。 この規定に基づ く実際

の運用は、発注時点の時価主義が とられている。つ

ま り発注時点における資材価格や労務賃金を基に予

定価格を作成 し、施工期間中の リスクな どは含まな

い方法でつ くられているが、物価変動が大きい局面

では発注者、受注者 ともに施工期間 中の資機材価格、

人件費等の変動 リスクを負 うことになる。

したがって、施工の実態が十分に反映され ていな

い予定価格が定め られた場合な どは、入札不調 とな

った り、受注者に不当に低 い受注価格 を強いる可能

性がある。また、最近のよ うに価格 のみによる競争

でな く技術力を加 味 した総合評価方式 を導入す るこ

とになると、価格を上限拘束 とす るのは不合理であ

るので上限拘束を緩和すべき との声が事業者団体等

から高まっている。

このほかの問題 としては、積算の精度を高めるた

めに多大な労力を払 うことになった り、過大積算 と

なるおそれ のある新工法の採用に消極的になって し

ま うといった問題点も指摘 されている。

現実的に深刻な問題 は、入札談合への発注者側の

関与を誘発 しがちな点である。入札する側か らは、

予定価格を事前に入手できれば受注に有利 となった

り、発注者 に予定価格を聞き出せ ば談合が容易にな

ることか ら発注者側 の関与 を誘 うことになるし、逆

に発注者側からの働 き掛けによる事件 も多 く摘発 さ

れている。

このために、地方 自治法では認 め られている予定

価格及び最低制限価格の事前公表を行 う地方公共団

体 も増えている。そのような場合には、入札額が最

低制限価格に貼 り付 くためにくじ引き入札 となって

しま うだけでなく、工事費用の積算が十分にできな

い ような不良不適格業者 を排除できない ことがある。

このほか、予定価格 を設定す る際に、価格 を切 り

下げよ うとして発注者が工事費 を過小 に積算 した り、

積算価格 を切 り下げて予定価格 を設定す るいわゆる

歩切 りをした りす ることによって、上限拘束である

がゆえに業者い じめとなっている例がみ られる。

以上述べたように、上限拘束性 は利点 よりも欠点

が大きい と考えられ、これ によらない落札基準を指

向すべ きである。 このよ うな予定価格制度を採用 し

ている国は欧米の先進諸国にはない。欧米各国では

予定価格を上回っても落札できる仕組みになってお

り、現在 では予定価格 の上限拘束性はわが国独特の

制度 といえる。

公共工事品確法 によって、総合評価において高度

な技術提案 を求 める場合には、標準工法 を前提に設

定 した価格 を上回る予定価格 を設定 し得 ることとし

たので、従来型の予定価格 の上限を破 る道筋ができ

た といえる。 しか し、技術提案 をもとに予定価格 を

作成す るとい う方法 をとっているので活用範囲は限

られているのが現状である。

また、国土交通省直轄工事において建設業者の見

積 りをベースに予定価格を設定する方法を2007年 度

(平成19年 度)よ り試行的に導入 しは じめた。 しか

し、建設業者か ら見積 りを取 るのは工事の一部 に限

られているため、建設業者 が提案できる範囲が限 ら

れている。今後、見積 り提出の対象を工事全体 に拡

げるとともに、適用す る工事件数を増や していく必

要がある。 この方式を発展 させて、民間側 の積算を

ベースに技術交渉 によ り価格 を定めて契約する方式

が一般化 されることが望まれる。

技術交渉方式 を導入す ることができれば、入札談

合による価格の引き上げを防止することが可能 とな

るので、諸外国にな らって、上限拘束性に とらわれ

ない落札方式を確立す ることができると考えられる。

d)自 動落札

1961年(昭 和36年)の 会計法改正では、最低価格

であっても落札者 としない特例 を新たに規定(第29

条の6第1項 但 し書き)し た。 しか し、会計法にお

いては、一般競争入札、指名競争入札のいずれ にお
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いて も、最低価格 を入札 した者(総 合評価 において

は最高評点の者)が 自動的に落札す ることを原則 と

してお り、最低価格であっても落札者 としない特例

は例外的な位置づ けとされている。最近は総合評価

方式の導入 と併せ て改善 されてきた ものの、低入札

調査制度のみで低入札 を欠格 とするのは説明が困難

なため、特例 の規定が十分 に活用 されていたとは言

い難い。

建設業者 の施工能力等を契約前に審査 し、最低価

格者 であって も必ず しも落札せず、次順位者が落札

す ることを可能 とす る仕組みを整備する必要がある。

e)発 注者万能主義

従来の制度では、発注者 が万能であることが前提

とされているので、技術力が十分でない市町村等 の

発注者において、対価 を支払 って発注者支援 を受け

るケースが見 られ る一方、対価が業務量に比 して不

十分であった り、設計を委託 した建設 コンサル タン

トに発注者支援サー ビスを提供 させ ることがあると

いわれている。不透明な部分で建設 コンサルタン ト

や建設業者 のサー ビスが行われ ることとな り、これ

が談合や高コス ト構造 を生み出す原因 とも考え られ

ている。

さらに、発注者が十分な技術力 を有 しない場合は、

入札参加資格の確認の段階 における企業評価が十分

でなく、履行能力の不十分な企業な ど不良不適格業

者の参入 を許 して しま う場合がある。また、行き過

ぎた地元要件 を設定す るな どによ り、十分な能力 を

有す る業者であっても入札 に参加 できない場合があ

る。

一部の市町村においては
、発注者側の技術力不足

のため、監督 ・検査や工事成績評定が実施 されてい

ない。 さらに、変更契約 を適切 に実施 していなかっ

た り、工期の設定が不十分であった り、契約後に発

注者 の都合で工事を中断するな どの問題 は発注者の

技術力不足に起因す る場合が多い。

公共工事品確法 を踏 まえて、発注者が保有すべき

技衛力 について発注者が共通認識を持つべきである。

このためには、発注者 に必要な技術水準を明確 に し、

各発注者を評価す る仕組みを確立する とともに、水

準 に満たない発注者 は発注者支援 を受 けることを義

務付 ける仕組みを整備する必要がある。

(2)企 業評価

a)見 直 しのポイン ト

競争参加資格 の審査に用いる企業評価 においては、

大きく分けて、

○工事履行のために必要な資金調達力を有 している

か、長期的な経営上の安定性 を有す るか といった

観点からの企業の経営力

○資材や専門工事業者 を確保す る能力を含めて良質

な工事 を安全 ・確実に履行す る能力を有す るか、

能力 ・経験の十分な技術者を有す るかといった観

点か らの企業の技術力

を評価す ることが重要である。 これ らに加えて、維

持管理等において不具合が生 じた際の対応や災害時

の復 旧活動への貢献などが期待されることがある。

現在の企業評価 の仕組みは、公共工事 の大部分 が

指名競争方式によ り発注されていた時代に構築 され

たものであ り、指名競争か ら総合評価 を適用 した一

般競争に転換 しつつある現在の状況では、一件工事

で粗雑 工事を行 った企業の評価を下げる、継続的に

優 良工事 を行 う企業の評価を高める等の対応が、建

設生産システムの良い循環を再構築す る うえで必要

となっており、現状では不十分な状況にある。

また、従来は公共工事の発注者が建設業者の施工

実績等のデータを十分 に保有 していなかったが、工

事実績情報システム(CORINS)の 普及等によ り公共

工事発注者が企業 の技術力の評価 を行 える体制が整

ってきた。 このような現状では、企業の工事施工能

力の審査が容易になってきたので、従来の ような企

業評価の仕組みは見直すべき点が少なくない。

b)経 営事項審査制度

経営事項審査制度は、公共工事の適正な施工 と建

設業者の能力に応 じた受注を確保す るために客観的

な事項 を評価す る仕組み とされ、完成 させた工事高

や企業規模、経営状況、さらには技術職員数 などを

総合 して1つ の数字 に表 しているものである。本来

は、企業の経営力 と技術力 は独立 して評価すべきも

のである。経営事項審査制度は、企業の経営力のみ

を審査するのが適当であ り、企業の財務面での工事

履行能力 と経営上の安定性 を評価するよう見直す必

要がある。

c)等 級制

指名競争入札方式 を適用す る場合 に、対象工事の
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規模 に適合する等級の業者 の中か ら本支店の所在等

を勘案 して、指名業者 を選定 していた。 しか し、企

業の経営状況や技術力を十分審査 ・評価す ることが

可能であって総合評価 を適用す る一般競争方式によ

る場合は、必ず しも従来の格付 けによって入札参加

企業 を制限す る必要性 はあま りな くなってきている。

等級制は、競争入札 において、公共工事の施工能

力を確保す ることに加 え、大手建設業者の市場独 占

を防止 し中小建設業者 を保護す るな どの公共工事の

適正な配分 を行お うとす るものである。過当競争 を

防止 しやす く、企業に とって経営戦略を立てやす く

経営を安定 させやすい といわれ る。 しか し、等級制

では、経営事項評価点数 と技術評価点数 とい う性格

の異 なる数字を合計 しているので合計値の意味が不

明確 になっているうえ、各等級が工事の金額 ごとに

輪切 りにされ、工事の難易度を反映 していない こと

から、施工能力の確保 には必ず しも有効ではない。

競争性が制限 され がちで、施工能力を有 している企

業が必ず しも入札 に参加できず、企業規模 も固定 さ

れがちであるといった短所がある。

一部 の地方公共団体 において
、経営事項審査点数

のみを用 いて格付 けを行っているが、競争参加資格

を経営事項評価点数がある一定の数値の幅に入って

いることのみ とす るような場合 は、幅 を狭 くして参

加条件を絞 ると本来適切な建設業者 を排除 して しま

うこととな り、逆に幅を広 くして参加条件を緩める

と施工能力が十分でない業者の参入を招いて しま う

こととなる。工事の品質の確保 と競争性 の確保の両

面において、適切な企業評価 を行 うことが難 しい。

公共工事の市場規模 の拡大が望めず、縮小化する

時代においては、健全な競争性 を高めるこ とによっ

て、技術 と経営に優れた企業が生 き残れる仕組みづ

くりが必要である。公共工事の施工能力を確保する

観点か らは、む しろ、工事 ごとの技術審査の充実や

総合評価方式の活用を進 めること、低難易度の工事

に金額 の高い工事であっても参入 を認 めるいわゆる

食い上が り(高 難易度の工事 に食 い下が り)を 認め

るなど等級制の柔軟運用の規定化や、等級制の見直

しの必要があると考えられる。

d)下 請け業者の企業評価

企業評価 においては、工事実績等はすべて元請企

業の実績 として評価 してきた。 しか し、建設業法及

び契約上でも、公共工事の施工において元請企業が

管理技術者 を配置す ることを求 めているにす ぎない。

実際の施工についても、元請業者が管理技術者 を配

置 し、現場の実務は下請の専門工事業者 が担 ってい

る場合が多い。

この ような実態 を踏まえると、企業の工事実績等

の評価は、実際の施工の役割分担を踏まえ、元請業

者 と下請の専門工事業者を分けて評価を行 う必要が

ある。元請業者 を評価す る場合 に、直傭 の技術者 を

どの程度活用 したか、自社所有の建設機械を用いた

か否 かな どの実態 を把握 して評価す るのが望ま しい。

また、工事の品質確保 の観 点か ら、工事発注にあ

たって企業の工事履行能力 を審査す る際も、企業の

入札参加時に具体的な専門工事業者名を特定 して入

札参加 させ ることとし、その工事を どのよ うな分担

でどの専門工事業者を使 うのかなど、施工の体制 を

十分に把握 した うえで、元請のマネ ジメン ト力 と下

請業者の施工能力を総合的に評価 して全体の企業評

価す ることが望ま しい。工事成績評定を行 う際 も、

元請のマネ ジメン トカを中心 とした施工能力 と下請

業者 の専門工事の施工能力 を分 けて評定 し、デー タ

ベースとして蓄積する必要がある。

下請の専門工事業者の企業評価の第一歩 として、

下請企業表彰制度を創設 し、表彰を受けた下請企業

を元請企業が活用す る場合 に、総合評価 において加

点す ることな どが考えられ る。

e)技 術者の評価

工事の施工結果 の良否は実際に工事 を実施 した技

術者に負 うところが大きい。企業が多数擁 していた

有能な技術者 を リス トラで手放 して しまっていたら、

過去の実績 をそのままその企業の実績 として評価す

るのは不適当なことも考えられる。

したがって、企業の工事実績等の評価にあたって

は、実際に配置 された管理技術者 を評価 し、技術者

の評価データを蓄積 しておき、工事発注にあたって

入札参加の段階で企業を評価する際に、企業が配置

しよ うとしている管理技術者 を過去の実績等か ら評

価す ることが重要である。 このためには、技術者個

人の工事実績のほか、工事成績を含めてデータベー

ス化 してお く必要がある。

そ して、受注者の技術力は、企業で働 く技術者の

技術力に依存す るところが大きいが、技術者が他社
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へ移動 しても企業の評価は変わ らないな ど技術者 の

企業間の移動を企業評価に反映 していない。 また、

技術者評価において、発注者、設計者、施工者 とい

う立場の異なる技術者 を総合 して評価する体系が不

十分なため、技術者が立場を変えて幅広 く活躍する

ことが困難である。技術者 が勤務先を変えた場合に

おいても、技術者個人のデー タベースが属人 として

引き継がれる仕組みを構築する必要がある。

f)工 事ごとの競争参加資格確認 と総合評価

従来型 の指名競争入札では、工事を履行 し得 る十

分 な能力 を有する企業を指名すれ ば、公共工事の品

質確保の点で問題はなかったが、一般競争入札方式

においては発注者による工事 ごとの競争参加資格の

確認において工事 を履行 し得 ない業者 を排除す るこ

とが必要になる。

しか し、競争参加資格 の要件があま りに厳 しす ぎ

ると参加企業が限定 されて しま うため十分な競争性

を確保す ることが困難 になる。要件の設定にあたっ

ては、20～30社 以上の企業が参加資格を有するよう

に配慮す るのが通常である。ただ し、特殊 な工事で

履行 し得 る企業が限定 され る場合に、競争性確保の

ため無理 に要件 を緩めることは工事 の品質確保上問

題があるので注意が必要である。

工事ごとの競争参加資格 の確認を経て入札 に参加

す る企業 は工事 を履行 し得 る最小限の要件 を果た し

ていると考 えられるが、最適な業者 を契約者 とす る

観点か ら価格だけでな く品質を合わせて総合的に優

れた企業をみつける必要がある。

また、評価 にあたっては、長 い目でわが国の技術

力の向上に資す るよう、建設業者の技術開発意欲を

促進す るように配慮す ることも必要である。

総合評価方式は、適切 に運用 されれば優れた方式

であるが、発注者が恣意的に特定の業者を優遇する

ために悪用す るよ うなことがあれば、良好 な競争環

境 を醸成することはできない。運用にあたっては、

透 明性 を確保 しなが ら適切な技術評価が実施できる

よう体制を確保することが重要である。

また、低価格 の過 当競争だけでなく、いわゆる技

術ダンピングとでもい う大幅に仕様 を上回 る過剰な

技術提案競争 も避 けるべ きである。発注者は技術審

査項 目の設定や審査方式について、常に適切 な総合

評価が実施 し得 るよう改善の努力 を怠 ってはならな

い。

g)地 域ブロック単位 の発注者共通の企業評価体制

の確立

総合評価を適用す る一般競争では、工事施工能力

を備 えてない建設業者を排除 しやす くなるので、従

来の等級制 を厳格に運用する必要はない と言える。

す なわち、一件 ごとの工事の発注において、配置予

定の技術者や資機材の調達方法や施工体制な どを十

分に審査することができれば、等級制の必要性があ

ま りなくなってくる。

しか し、等級制を廃止す ると、少数の大手企業に

よる寡 占化によ り地元企業が衰退 して地域経済が疲

弊 した り、地域 の防災力が維持できな くなるな どの

弊害が生 じる可能性がある。地域振興の観点や地域

の防災力維持の観点から地元企業の保護 ・育成 をあ

る程度考える必要がある。

当面は、急激 な競争環境の変更による弊害が生 じ

ないよ う、段階的に格付けを緩和す るべ く、現在の

等級制の短所 を補 うよう改善策 を講 じるべ きである。

現在の格付 けは発注者 ごとに行 っているため、一

つの業者が発注者 によって異なる等級 となった り、

技術評価点数 には他の発注者か らの受注工事の実績

が十分反映 されていないので、他の発注者の工事実

績 を有する業者で優良な業者がいても排除 して しま

う可能性がある。 このため、十分な工事施工能力 を

有す る業者であっても入札 に参加できず 、競争性 も

十分 に確保されていない場合がある。

また、経営事項評価点数や格付けの工事種別は大

分類 となっているので、建設業者が得意分野の工事

であっても、入札参加機会 を得 られ ないことがあ り、

必ず しも適切な競争環境 を確保できない。

以上のことか ら、発注者 ごとの格付 けは、地域 ブ

ロックごとに統一 し地域ブ ロック単位で工事実績や

工事成績な どの情報を共有 し、等級数や工種分類の

数を少なくす るな どにより、大幅に入札参加制限を

緩和す る必要がある。ただ し、規模が小 さく難易度

が小 さい工事 ほど地元中小中堅企業の方が より経済

的に良質な工事を施工 し得 ると考えられることか ら、

工事規模や技術的難易 度によって、規模的に上位の

企業を等級制 によってある程度制限することは必要

と思われる。

一件 ごとの工事 の発注にあたって
、工事施工能力
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については、別途、CORINSデ ータ等 によって審査 し

得 るので、工種別の企業の格付けは等級数、工種数

とも最小限のものとす る必要がある。

そ して、工事施工能力 を十分に有す るのに等級が

届かないために入札参加できないとい う事態を極力

避けるために、た とえば橋梁下部工や トンネル とい

った細分類の工種別に企業評価 して細分類の評価点

が十分高い(た とえば三つ星)と いった場合に、上

位等級の工事にも参加 できるとい うような運用 をす

ることが必要である。

また、地元企業の保護 ・育成 について、地域ブ ロ

ック単位 で国、都道府県、市町村等の発注者が相互

に連携 して、工事規模や難易度 に応 じて入札参加資

格の地元要件 を設ける必要があると考えられる。

4.お わ りに

本研究 においては、これまでの入札契約制度の変

遷を踏まえて、今後のあるべき方向性を論 じた。今

後 さらに、民間企業の調達方式を分析 した り、諸外

国の例を調査す るなどにより、よ り具体的な制度設

計の議論を展開する必要があると思われ る。
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Study on the history of the tendering and contracting system

for public works and its future direction

By Seiya KINOSHITA, Naoyoshi SATO, Naoya MATSUMOTO,

Yoshiaki TANAKA, Hiroshi TANNO,

The tendering and contracting system for public works has experienced many revisions aiming to prevent bid rigging and

extremely low bidding starting in the Edo period when people created a way to give out a contract and going through the

Meiji period up to the present date. This study first trace the history of the tendering and contracting system and then

analyze the questionable points of the current system for pricing regulation, business and engineering evaluation and so

on.

Based on those discussions it suggests the future direction of relevant systems including the Public Account Law and the

business and engineering evaluation system from the viewpoint of the owner's role of procuring good quality public

works at a reasonable price in fair manner. 

As an interim measure it proposes establishing business and engineering evaluation system common to project owners

within regions.
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